
特定（産業別）最低賃金制度の概要

　特定の産業の関係労使が労働条件の向上又は事業の公正競争

の確保の観点から、その産業の基幹的労働者について地域別

最低賃金より金額の水準の高い最低賃金を必要と認める場合に、

その労使の申し出により設定

特定（産業別）最低賃金

tanakaak
フリーテキスト
特賃専門部会　資料№１１



「公正競争ケース」

　事業の公正競争を確保する観点からの必要性を理由

とする場合であって、当該特定（産業別）最低賃金が適

用される労又は使の全部又は一部を代表するものによ

る申出

◯自動車（新車）、自動車部分品・付属品小売業

◯各  種  商  品  小  売  業

◯電子部品・デバイス・電子回路、
　電気機械器具、情報通信機械器具製造業

「労働協約ケース」

　同種の基幹的労働者の３分の１以上に最低賃金に

関する労働協約が適用されており、協約当事者である

労又は使の全部の合意による申出



⇒

適用労働者数　６，１４２　人

自動車（新車）、自動車部分品・
付属品小売業

労働者数　　６，６７１　人

⇒

適用除外

①１８歳未満又は６５歳以上の者、
②雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中の者、
③清掃、片付け又は賄いの業務に主として従事する者


